
                                                   

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

令和 3 年度 

「商工会は行きます 聞きます 提案します」 

川本町商工会情報誌 №257 令和４年１月発行 

 

川 本 町 商 工 会 
TEL (0855)72-0123  FAX(0855)72-2516 
MAIL: kawa-sho@skyblue.ocn.ne.jp 
HP:http://kawamoto.shoko-shimane.or.jp 
 

 

 

 令和３年分の確定

申告の時期がやって

まいりました。納税

者の方には、早めに

準 備 を し て い た だ

き、必ず申告をして

いただきますよう、

よろしくお願いいた

します。 

3 月 31 日木曜日まで！ 

→振替日：令和 4 年 4 月 26 日 

令和３年分 決算・確定申告 

決算申告に必要なもの 

〇令和３年 12月末の決算棚卸表 

〇預金・借入金の残高証明 

〇令和２年分の決算申告書の控え 

〇一年間の収支が確認できるもの 

〇医療費等の証明書 

（補填があった場合は金額がわかるもの） 

〇給与所得・公的年金等の源泉徴収票 

〇国民年金、国民年金基金の支払証明 

〇生命保険料、地震保険料の控除証明 

〇国民健康保険税の納付額 

所得税および 

復興特別所得税・贈与 

 

3 月 15 日火曜日まで！ 

→振替日：令和 4 年 4 月 21 日 

個人事業者の消費税 

および地方消費税 

納
付
期
限 

 

 

川本町商工会女性部から、受験シーズン真っ

只中の頑張っている町内の受験生へ、お守り

をお贈りさせていただきました。 

 

お守りは、町内在住の方から、 

“ヤマコウバシの葉”のお話を聞き、 

女性部でお守りとして作成しました。 

 

 

“ヤマコウバシの葉”

は、秋になると紅葉し、

枯れても落ちないまま

冬を越し、春に新芽が

出た後に入れ替わりま

す。 

その粘り強さにあやか

り、落ちない縁起物の

葉 っぱとさ れてい ま

す。 
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この度、4 名の方が表彰されました。長年のご功労に感謝

申し上げ、お祝い申し上げます。 

三好正師（理事）県知事感謝状（永年勤続役員） 

本山修二（会長）全国商工会連合会長表彰（役員功労者） 

小畑亮二（理事）全国商工会連合会長表彰（役員功労者） 

上里康弘（理事）全国商工会連合会長表彰（役員功労者） 

 

̉ᴇ ₴↓ ◘  
令和 4 年度の年頭にあたり、謹んで新年のご挨拶を申し上げます。 

 昨年も異常気象により多くの自然災害が発生いたしました。川本町におきましても、7 月・8 月と集中

豪雨に見舞われ避難指示が度々発令されました。多くの町民の皆様が大変な思いをされたところでござい

ます。被害に遭われました町民の皆様、会員の皆様に衷心よりお見舞いを申し上げます。 

 さて、新型コロナウイルス感染症が国内に蔓延し始めて 2 回目の新年を迎えます。様々な活動が制限さ

れ、経営への影響が大変に心配される中でございますが、会員の皆様には、正常な経済活動に向けて大変

な努力をされている事に対して深く感謝申し上げます。 

ワクチン接種も希望された方々は 2 回目が終わり 3 回目の接種が始まります。国も通常の生活が一日も

早く取り戻せるよう取り組みがなされているところであり、正常な日々が早く戻る事を願っております。 

会員の皆様は、この 2 年間繰り返される緊急事態宣言下で活動を制限され、極めて厳しい環境の中で、

皆様の創意工夫と様々な支援策を活用する事で事業・雇用を守ってこられました。この様な先の見えない

状況が長期化すれば地方が益々疲弊する事を心配しております。これからは、相次ぐ災害への対策・最低

賃金の大幅引き上げへの対応、また、アフターコロナに向けて消費行動やビジネススタイルの変化も起き

ています。都市だけでなく地方においても DX 化をはじめとする新たな動きが始まっているところです。

次々と私たちにも新たな対応が求められる時代が来ていると感じているところです。 

商工会といたしましては、あらゆる情報を収集し、必要な情報を的確に皆様へお伝えしながら、地域経

済・生活・雇用を支える会員・事業者の皆様と共にアフターコロナの経済回復に向けて万全を期してまい

ります。 

本年も役職員一同は、会員の皆様に寄り添い、伴走型支援を強化してまいります。どうか本年も引き続

きご支援を賜りますようお願い申し上げまして年頭のご挨拶といたします。 

 

 

令和 4年度の川本町商工業振興事業補助金の要望を行い

ました。 

 

川本町の地域経済の発展のために令和４年度におきま

してはコロナウイルス感染症の蔓延で冷え込んだ経済を

回復すべく、次のような内容で要望いたしました。 

経営発達支援計画（計画３年度目）を着実に遂行すると

ともに、従来からある経営改善普及事業によって町内の企

業を支えてまいります。また、小規模事業者経営改善資金

利子補給事業”の継続実施の他、来年度には以下の３つを

重点事業に加え、より手厚い支援展開を図ります。 

①商業の衰退により地域住民の利便性の低下を回避すべ

く新規創業や多角経営を促進します。 

②外貨獲得する製造業と観光関連産業の育成を図ります。 

③中小事業者等におけるデジタル化の推進と情報発信等

の支援を行います。 

 

また、昨年来から要 

望をしております事務 

所老朽化による移転に 

対しての財政的な支援 

などを要望いたしまし 

た。 

 

 

 

 

 



 

 

    

  

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
●原稿料、講演料又はネットオークションやフリーマーケットアプリ

などを利用した個人取引による所得 
（具体例） 

①衣服・雑貨・家電などの資産の売却による所得 

※ただし、生活に使用した資産の売却による所得は非課税（確定申告不要） 

②自家用車などの貸付による所得 

③ベビーシッターや家庭教師などの副業による所得 

⇒「業務に係る雑所得」に該当 
 

●ビットコインをはじめとする暗号資産の売却等による所得 
⇒「その他の雑所得」に該当 

 

●競馬等のギャンブルから生じた所得 
⇒原則、「一時所得」に該当 

 

※ 上記の所得を含め年末調整を受けた給与所得以外の所得が 20 万円以下の方は、確定申告不要です。 

※ 医療費控除やふるさと納税（寄附金控除）などの適用を受ける場合は、20 万円以下であっても確

定申告が必要です。 

 

昨年末に開催されました、歳末大売出しスタンプラ

リーにご協力いただき、誠に有難うございました。 

結果について報告させていただきます。 

  R3 R1 H30 H29 

参加店舗 37 店 32 店 37 店 31 店 

応募枚数  720 枚 719 枚 538 枚 509 枚 

当選人数 60 人 60 人 60 人 60 人 

 

 

 

コロナ禍という厳しい状況ではありましたが、 

過去最高の応募枚数となりました。 

皆さまのご協力のもと、盛り上がるイベントとな

りました事、御礼申し上げます。 

たくさんのご参加ありがとうございました。 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

ἧₓ ͪἭ ǵ  
 

 

Ệ ể ḵ 

電子帳簿保存法改正における業務上の注意点 

 
取引先から電子データで、請求書や契約書などを受け取った場合、紙にプリントアウトして保存すること

ができなくなります。税務署に電子保存申請をしていない企業も含め全企業が、電子取引データを授受した

場合、法令要件に従って電子データでの保存が求められることになります。 

例：ネットショップで仕入をした場合、領収書をダウンロードする必要があります。これまでならダウンロ

ードしたものを紙にプリントアウトして保存すれば良かったが、これからは電子データでの保存が必須とな

ります。 

1．保存場所 データ送信側の納税地およびデータ受信側の納税地。クラウドでも可能。 

2．保存期間 7 年（青色申告等の承認を受けている法人は、欠損金が生じた事業年度に係るデータは 10年

間保存が必要） 

3．措置 以下の①～④のいずれかの措置を行う必要があります。 

①送信者側でタイムスタンプ付きデータを送信・受信者側には検証機能が必要 

②取引情報の授受後、タイムスタンプを付与・保存担当者情報を確認できるよう措置 

③訂正・削除できない（または訂正・削除履歴が保存される）システムでデータを授受および保存 

④正当な理由がない訂正・削除の防止に関する事務処理規定（※１）を備え付け・運用 

 

※１ 国税庁のホームページ内に事務処理規定のサンプルがあります。 

（https://www.nta.go.jp/law/joho - zeikaishaku/sonota/jirei/0021006 - 031.htm） 

 

 

有料サービス 

ḵ 

 

https://www.nta.go.jp/law/joho-zeikaishaku/sonota/jirei/0021006-031.htm

